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豊中市の市民活動組織と人材育成
─「とよなか地域創生塾」への展開─

中　嶋　貴　子

1 　はじめに

地域社会の形成、維持、発展については、各地域で様々な取り組みが行われている。地方
自治体は、自治基本条例などの制定により、住民による地域自治の促進を図っているが、そ
の背景には、人口減少や地域住民の高齢化による地域活動の担い手不足や地域が抱える社会
的課題の複雑化、多様化などがある。このような状況下において、地域が抱える問題の解決
や市民による地域自治の維持が困難な状況にある地域は少なくない。この問題に対し、従来
の行政や既存の市民活動の枠組みだけでは、地域が抱える問題の解決を図ることは容易では
なく、各地において分野や行政の所轄領域を超えた新たな連携や枠組みによる創造的な問題
解決の方策が求められている。しかしながら、地域自治を担う住民活動組織は、多様な形式
を有しながら、地域に既存している。若年層や市民活動に携わる機会が比較的少ない市民に
とって、既存の市民活動組織の活動実態や地域における位置づけを理解することは容易では
ないだろう。また、市民活動組織間の連携についても、長年の慣習による組織の運営方法が
膠着化している場合が少なくないことから、既存の枠組みを超えた連帯や新たな市民連携を
創出するためには、それぞれの活動状況や地域における位置づけ、組織の構成員など、活動
を取り巻く環境を共有し、相互の役割や特性を理解しておくことも求められるだろう。そし
て、地方自治体においては、各部局が多様な市民活動組織の利害関係者や組織構成を地域資
源として認識を共有しながら、より有機的に新しい連携や活動の枠組みが検討されることが
望まれる。
これらの問題意識に基づいて、本稿では、積極的に市民活動に関する情報収集と地域自治

を担う人材育成に取り組む大阪府豊中市の協力を得て、地域自治に対する市民の参加状況か
ら、住民活動組織や関連する多様な主体間の関係性を整理することにより、市民活動組織を
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地域自治における地域資源として可視化を試みる。また、同市では、「豊中スタイル」と称す
る独自の地域自治を推進する施策に取り組んでいるが、本稿では、特に地域活動における発
展的な人材を育成するために開講されている「とよなか地域創生塾」の取り組みに着目する
ことにより、持続可能な地域社会を支える市民活動組織のあり方と担い手の人材育成につい
て考察する。
本稿では、以下の流れに沿って議論を進める。第 2章では、先行研究を参照しながら、本

研究の位置づけと研究の範囲を述べる。第 3章では、まず、豊中市の政策と地域特性から調
査対象地域の地域自治について概観し、地域の市民活動組織を地域自治における資源として
再定義を行うための研究方法を述べ、手順に沿って分類と分析を行う。また、資料が入手で
きたものについては、定量データを用いた参考分析を行う。第 4章では、既存の組織と異な
る創造的な地域活動を創出するための人材育成事業を紹介し、第 5章では、今後の地域経営
に対する市民参加を促進させるための示唆について、得られた分析結果から考察を行い、今
後の課題について議論する。

2 　本研究の位置づけと研究の範囲

田尾（2011：169-170）は、市民参加による公共への関与が高まる時、ネットワークの内輪
にはより強く緊密な関係性（ソーシャル・キャピタル）が構築されていくが、組織の活動を
競い合うようになると、ネットワーク内では、制約化が強まり、他の組織や活動にある価値
には関心を示さず、一部の有力な利害関係者が組織を采配するようになるという市民社会の
脆さを指摘している。ただし、熱心な行政職員と市民との連携によって信頼関係を築き、彼
らに対応できるような環境を構築できるならば、成熟した市民社会を構築できる可能性があ
るという。
では、成熟した市民活動組織はどのように維持され、市民活動組織の実働的な活動が継続

されるのだろうか。市民にとっては、そもそもどのような市民活動組織が地域に存在してお
り、どのように機能しているのか、一元的に把握することは難しい。地方自治体は、各組織の
役割や市民参加の意義について、それぞれの主体や利害関係者を明らかにするなど、情報を 
整理しておく必要があるが、政府が地域自治を推進する一方的で、その具体的な仕組みづく
りや情報収集の方策については、各々の地方自治体や市民活動組織による自助努力や創意工
夫によって情報発信や情報収集が行われているのが現状である。各地の状況を鑑みても、地 
域活性化の視座から全国の地方公共団体では多様な民間組織との連携や創造的な手段を地域 
ぐるみで模索しながら方策を打ち出し、一定の成果を得ていることが伺える（池田ほか2019）。
このように、地域の多様な利害関係者が関与する場合、短期に成果を顕在化させることは難
しく、一定の年数を経て成果が可視化されることは少なくない。前述の田尾（2011）の指摘
を考慮すると、市民による地域自治によって成果を得るためには、活動を継続するだけでな
く、既存の市民活動組織が、幅広い世代の市民を巻き込みながら、柔軟に新規住民や世代、
価値観の異なる人材を受け入れていくことも求められる。
次に、地域自治を担う人材については、今川・梅原（2013）が「地域公共人材」としての
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人材育成について、全国の事例を多数紹介しており有益な示唆を示している。今川・梅原
（2013）の詳細な事例からは、地域を支える人材の育成や教育に際し、地域経営と人材育成に
関する基本的な共通項目をカリキュラムに組み込むことが有効である一方、実際の地域活動
においては、地域住民、地方自治体、その他主体による独自の取り組みが模索されてきたこ
とが伺える。
本稿は、大阪府豊中市が「豊中スタイル」と称して取り組む一連の施策のうち地域自治に

おける市民参加に関与する部分に着目し、豊中スタイルの基盤となる地域自治に関与する多
様な市民活動組織を一元的に可視化する方策について探索的に研究することによって、地域
自治を支える市民活動組織間の連携や人材育成のあり方に資する示唆を得ようとするもの
である。本稿では、豊中市が開講する地域活動を担う人材育成事業「とよなか地域創生塾」
の成果にも触れ、地方自治体によって育成された人材が、受講後、どのように活動を発展さ
せているのか追跡調査の結果を参照する。

3 　研究の対象と分析方法

3-1　研究対象地域の概要　

豊中市は大阪府の北部に位置する総人口40万人の都市である。市全域が市街化区域であ
る。立地環境や転出入の状況から、千里山丘陵（千里）、豊中台地（中央）、北摂地域（北
部）、南部の概ね 4区域に区分される（図 1）。高度経済成長期には、千里地域にニュータウ

図 1　豊中市の小学校区と地域区分

出所：豊中市（2019：47）より筆者作成
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ンが建設されたほか、商業区域である中央の庄内地域などを中心に急速な人口増加を迎え
たが、1987年（昭和62年）の41万 7 千人を最大として以降、市内人口は減少傾向に転じ、
2020年 9 月 1 日現在の推計人口は約40万 1 千人である 1）。現状では、人口減少が緩やかであ
るが、直近10年間の人口変化を年齢別にみると、2007年を基準とした場合、20歳から40歳未
満と55歳以降の人口増減率は、‒20% から‒35% 程度の減少に転じている。現状のまま転入等
により減少した世代の人口増加が見込めない場合、市内人口における高齢者割合の増加は避
けられない。

3-2　豊中市の地域自治システム

豊中市では、2007年の自治基本条例制定以降、地域で活動する多様な組織や主体と担当部
局横断的な協働・連携体制を構築することにより、地域住民による積極的な自治体制の構築
を段階的に進めてきた。2009年には「豊中市コミュニティ基本方針」を掲げ、地域に存在す
る多様な市民活動組織や関連組織を包括的に連携させる地域自治を「豊中市スタイルの地域
自治システム」として計画している（豊中市2009）。本計画では、個々の地域団体を包括的に
連携させる仕組みづくりを目指し、地域づくりを支援する地域担当職員を各地域に配置する
など、従来の縦割り行政に応じた分野ごとの支援から、コミュニティ政策課が地域自治の窓
口となり、一括して対応し、庁内の担当部署との調整を図る仕組みへと改変することによっ
て、縦割りの行政システムにより市民の情報が各部署で共有されないといった問題の解決を
試みている（豊中市2019）。また、2012年には豊中市地域自治推進条例の施行により、従来

1） 豊中市「豊中市推計人口」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/toukei_joho/jinkou_toukei/toyona 
kasuikei.html）2020/10/1  Last accessed.
2 ） 豊中市「年齢別人口」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/toukei_joho/jinkou_toukei/nenreibets 
ujinko/index.html）2020/1 /10 Last accessed.
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図 ２　豊中市の年齢人口別人口構成と増減率

出所：豊中市「年齢別人口」を参考に筆者作成 2）
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の市民活動組織の活動範囲と異なる地域全体の活性化に取り組む地域自治組織を住民が設
立すれば、活動財源として年間300万円を上限とする活動交付金が利用できるようになった
（豊中市2019）。その他の主な組織の概要は表 1のとおりである。
表 1の組織は、同市が目指す地域自治システムの構築においてそれぞれの活動領域を担う
主要な主体として位置付けられている。豊中市は地域自治システムの構築にあたって、以下
のような基本方針を明記している 4）。

3） 豊中市教育委員会事務局の事務分掌範囲では、昭和42年（1967年）に小学校区を中心に街頭指導や子ど
もに関する相談、危険個所の点検等を行う青少年指導ルーム指導員会が設置された。昭和60年（1985年）に、
それまでの小中学校補導推進会を改編し各中学校区に青少年健全育成会が組織された。そのほか、地域の
見守り活動や地域住民、小中学校生の保護者らによる任意組織などがある。（豊中市「豊中市青少年指導 
ルーム指導員会」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kyo_iin/jidoseito/room.html）2020/1 / 
10 Last accessed.）
4 ） 本資料からの転載については、著作者である豊中市に許諾を得ている。なお、引用元資料は公開済み資
料であり無断転載が可能であることを確認済みである。

表 1　豊中市における市民公益活動団体の一例

団体名 主な活動

公民分館

地域住民が気軽に参加できる生涯学習の場として、小学校区単位で結成された組
織。公民分館長は非常勤の地方公務員。公民館と連携した活動や地区市民体育祭、
文化祭など地域密着の活動を実施。また、さまざまなサークル活動を展開する公
民館育成グループが登録。

校区福祉委員会
おおむね小学校区単位に結成された民間の自主的な団体。敬老の集いや給食サー
ビス、見守り・ 声かけ運動、ふれあいサロン、子育てサロン、ミニデイサービス
や世代間交流事業などにより地域コミュニティづくりを進めている。

こども会 子どもたちが友だちと触れあい、自己をみがき、社会性を身につけるために種々
の活動を展開する組織。

PTA
小学校、中学校単位で組織された社会教育団体。保護者と教職員が協働して、教
育に関する理解を深め、振興に努めるなど、子どもを取り巻く学校・家庭・地域
の教育環境の整備をめざして活動。

老人クラブ
高齢者（おおむね60歳以上）の社会参加や健康づくりが目的。健康づくり、趣味
の活動など自身の生活を豊かにする活動に加えて、環境美化活動などの社会奉仕
活動も展開。

民生・児童委員
厚生労働大臣から委嘱された特別職の非常勤地方公務員。担当地区内で生活のこ
とや子どものこと、福祉などについての相談に応じ、関係行政機関と地域のパイ
プ役として活動。

防犯協議会
地域住民や企業・団体等の防犯委員によって自主的に組織され、防犯パトロール
など地域の実情に応じた活動のほか、ひったくり防止など、行政機関や警察と一
体となった活動を展開。

消防団
郷士愛護と奉仕の精神のもと、「地域の安全は自分たちで守る」を合言葉に、地
元在住・在勤の団員で構成。生業のかたわら昼夜を問わず、消火活動など地域の 
安心安全のために活動。

自主防災組織 自治会や町内会など、地域の中であらかじめ役割を決めておき、それに従って積
極的に防災活動を行う住民の組織。

出所：豊中市（2019：47）より抜粋 3）
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「・おおむね小学校区を範囲に住民や団体が知恵や力を持ち寄って課題を解決していく
寄り合いの仕組みづくりを目指す。

　・各部局が情報共有を行い、協力・連携して地域課題に総合するための体制の構築。
　・各地域には、地域担当職員を設置し、地域と行政をつなぐ窓口とする。
　・「（仮称）校区別データベース」を作成し、小学校区単位の統計データ、地域特性等の

各種情報を集約する。 」
（豊中市2019：49より抜粋）

上記の基本方針に則って、同市では、図 3のような地域と行政内の協働・連携体制を構築
することにより、地域における多様な主体間の連携と協働を促進し、市民活動の促進を図っ
ている（豊中市2019）。
このように、豊中市では、地域自治システムの構築の過程において、住民による主体的な

参加を重視する。例えば、データベースによる地域情報の共有や地域担当職員の配置といっ
た取り組みを基盤として、既存の組織を地域資源と捉えた発展的連携を模索してきた。この
ように地域に点在する多様な市民活動組織の横断的連携やそれぞれの関係性を把握するた
めには、各組織の関係性や所轄部局を取り纏めて市民や利害関係者に示すことも有益であろ
う。

地域（地域自治組織）
地域自治協議会など

意思決定機関
（総会・運営委員会）

実行機関（活動部会）

住⺠、地域団体
⾃治会、公⺠分館、⼦供会、PTA、

⺠⽣委員、児童委員、校区福祉委員会、
老人クラブ、⾃主防災組織、NPOなど

市

地域担当職員

プロジェクト
チーム

課題に応じて結成

主任協働
推進員
・

各課協働
推進員

各部局

各課

連携

参画

協働
連携

誰もが参加できる開かれた場（ラウンドテーブル）

コミュニティ
政策課

認定

注）図は原典から筆者により一部加筆されている。

図 3　豊中市の地域自治システムの全体像と組織間の関係

出所：豊中市（2019：47）より筆者作成
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4 　分析と分析結果

本章では、豊中市の主要な市民活動組織について、個々の組織の特性や規約、活動状況、
他の組織との連携状況を収集しながら市民活動組織の位置づけとそれぞれの連携状況につ
いて、探索的に分析を進める。次に、データが得られた資料に基づき、豊中市における主要
な主体の役割と市民の参加状況を分析していく。最後に、発展的な人材育成事業として「と
よなか地域創生塾」について紹介する。

4-1　分析の流れと分析方法

分析は、以下の手順に沿って実施された。まず、とよなか都市創造研究所と同研究所が過
去に地域自治の資源を一元化するために収集された資料を参照しながら、筆者が現在の各組
織間の連携状況、組織の構成員、団体情報など各資料を追加し、情報を加筆しながら分類案
を取り纏めた。不明な点については、筆者が同研究所及び豊中市に照会し情報提供を受け
た。次に、筆者が取りまとめた分析結果案についてとよなか都市創造研究所の職員で地域に
詳しい担当者に確認を依頼することにより、分析結果の精緻化を図った。確認作業の結果、
加筆修正が必要な部分について反映しながらレイアウトの修正を重ねた。最後に、筆者が追
加で得られた情報を必要な範囲で加筆した。このように、本分析は、地域自治の研究と実践
を支援する豊中市公設のとよなか都市創造研究所の協力により、地域自治に関する聞き取り
調査や資料提供などを受けながら進められた。
具体的な分析方法は以下とおりである。また、分析結果は表 2のとおりである。表 2では、

各組織を構成する主体について、住民、行政、学校、その他に区分し、組織の設置と運営に
ついて主な主体（■印）と参画する主体（□印）で表示している。表中の「住民」とは、地
域住民を中心とする市民活動として扱うものを区分した。「行政」には、行政が管轄、設置す
るもののほかに教育委員会に事務局を置く組織を含めた。「学校」には、公立小中学校のほか
主に小学校校内に事務局を置く組織が区分されている。「その他」には、住民、行政以外の民
間組織として、社会福祉協議会やNPO法人等の非営利法人、民間企業など、市民が個人で
参加し、本業または社会的活動として地域自治に参画する社会貢献活動や組織全般を含める
こととした。
次に、それぞれの組織について、所轄部局を示した。表示されているように、地域及び市

民活動については、教育、福祉、地域安全・防犯、青少年育成など、多岐に部署が分かれて
分掌されている。また、各組織の代表者の選出方法や職位の位置づけについてもそれぞれの
組織が有する性質を反映した選出方法が採用されている。ただし、すべてが地域住民や学校
関係者から選出されておらず、組織の位置づけや政策上の位置づけにより、多様な組織や人
材が介在し、混在しているため、そもそも役員がどのような人材から選出されるのか整理す
る必要がある。
そこで表 2では、組織を構成する構成員・構成団体をそれぞれクロス表として再整理した

（〇印）。情報の整理は、各組織の運営や位置づけについて豊中市の各種資料、とよなか都市
創造研究所に照会しながら作業を進められた。なお、自治会、子ども会、PTA、青少年健全
育成会など、地域住民や小学校区といった限定された区域の住民を対象とする組織について
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は、地域住民による個人レベルでの参加となるため、一律に〇印を付記していないが、いず
れも市民が自主的に活動や組織に参加することを前提に分類されている 5）。

4-2　主な組織に関する追加的分析

表 2のうち、特に市民が中心となって設立、運営される市民活動組織、表 2で言及されて
いないが、間接的に地域自治に貢献する主体については同市における組織の位置づけを記述
していく。また、表中の団体のうち、独自にデータが得られたものについては、住民参加率、
組織の定数、運営状況、役職者の位置づけなどについても記述しておく。

・地域自治組織
地域自治組織は地域住民が概ね小学校区を目安に地域の多様な主体を包括して主体的に

組織するものであるが、一定の要件を満たし、市の認定を受けることにより年間300万円を
上限に交付金を受けることができる 6）。豊中市の地域自治システムは以下のように説明され
ており、地域課題を包摂的に議論する場としてラウンドテーブルを設置するほか、地域自治
組織と市の役割分担を確認するためのパートナーシップ協定の締結、行政内における横断的
な連携体制を構築している（豊中市2019）。

「地域自治システムは、これまでの地域の各種団体と市の各部局の分野別の関係に加え、
地域と市が協働で地域課題の解決に総合的に取り組むための関係をつくるものです。地
域では、おおむね小学校区を範囲に、住民や団体が知恵や力を持ち寄って課題を解決し
ていく寄り合いの仕組みをつくり、地域全体で取り組む必要のある課題や各団体に共通
する課題に対応できるようにします。また、誰もが参加して地域のことについて話し合
う場（ラウンドテーブル）をつくります。他方で、市は、各部局が情報共有、協力・連
携して地域の課題に総合的に対応するための体制を整えます。また、地域と行政をつな
ぐ窓口となる地域担当職員を配置。全市一斉一律ではなく、地域の主体性を尊重し、そ
の特色を生かした、それぞれの地域ならではの取組みを促進し、地域自治の実現をめざ
しています。」

（豊中市2019：49より抜粋）

・公民分館
公民分館は、豊中市独自の組織であり、同市によれば以下のとおり説明される。

「本市では、“コミュニティ”という言葉が行政で使われる以前から、地域住民が協力し
合ってコミュニティ形成を進める先進的な取組みがなされてきました。その一つが、昭
和24（1949）年以降、順次各地域に設立された「公民分館」です。公民分館は、公民館

5） 一部の組織は、地区や他の地方公共団体によって組織の名称や参加可能な住民の範囲が異なる。本稿で
は、豊中市を例として分類が試みられている点に留意されたい。なお、豊中市の組織改編により、健康福
祉部は2019年度に福祉部に改組されている。
6） 校区によって上限がある（豊中市2019）。
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の下部組織という形ではなく、地域住民が運営する独自の協議会的な組織であり、当初
は地域の青年団等を中心に運営され、自治会や婦人会等と協力して地域の清掃活動や衛
生奉仕活動、文化祭や運動会などに取り組んできました。小学校区ごとに地区公民館が
整備されず、住民組織による公民分館がその代わりの機能を果たすという、他都市に
はないこの公民分館制度は、その後の本市のコミュニティ政策の方向を基礎づけていま
す。」（豊中市2009：12より抜粋）

このように、公民分館は市内の地域自治を連携させる中核的な組織として位置づけがなさ
れてきたが、公民分館の館長は非常勤特別職の地方公務員である有償の職員である。これに
対して、地域自治組織は、地域住民による自発的な活動であり無償であるが、活動財源につ
いては、地方自治体からの交付金が活用できる点で組織運営面では両者には大差がある。

・民生委員
民生委員は、民生委員法・児童福祉法に基づいて設けられ、厚生労働大臣から委嘱される

無償の特別職地方公務員である。都道府県知事の指揮監督に基づき、担当地域の社会福祉の
増進を目的として、社会調査活動、相談活動、状況提供活動、連絡通報活動などに従事す
る 7）。豊中市の定数は600名である 8）。

・保護司
保護司は、保護司法に基づき法務大臣から委嘱を受ける無償の非常勤国家公務員である。

更生保護に関する専門の国家公務員として保護観察の実施などにあたる「保護観察官」と協
力して対象者の保護観察、生活環境調査、犯罪予防活動などを行う 9）。豊中市の保護司は定
数115名である10）。

・自治会
図 4は豊中市の全小学校区別人口構成と自治会参加率を図示したものである。
豊中市では、自治会の機能について、定期的に調査を行っており、地区別人口に対する自

治会数を考慮した参加率の観測が可能である。第 3章で示した 4つの区域別に図示されてい
る。なお、自治会は、世帯ごとに加入するため、参加率の産出では、人口ではなく、世帯数
を用いている。各地区における加入率の差異については本稿では検証しないが、地区や校区
によって、加入率に格差が生じていることが伺える。ただし、豊中市より提供されたデータ
を参照すると、地域により自治会数や自治会が管理する掲示板数、回覧板の回覧数に大幅な
差があるため、加入率の地域差が地域による市民活動参加の程度差によるものか、自治会と

7） 厚生労働省「民生委員・児童委員の概要について」（https://www.mhlw.go.jp/file/04 -Houdouhappyou-
12003000 -Shakaiengokyoku-Shakai-Chiikifukushika/0000033927_1 .pdf）2020/4 /29 Last accessed.
8 ） 豊中市「民生委員・児童委員」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kenko/chiiki/chiikifukushi/minsei.
html）2020/1 /10 Last accessed.
9 ） 法務省「更生保護を支える人々」（http://www.moj.go.jp/hogo1 /soumu/hogo_hogo04 .html）2020/5 /1  
Last accessed.

10） 豊中市保護司会「保護司とは」（http://toyonaka-hogoshikai.jp）2020/5/1 Last accessed.
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地区内住民の接度差によるものか、さらなる追究は今後の課題となる。

4-3　地方公共団体による財政支援の推移

表 3は豊中市による地域自治への財源支出額と推移を示している。豊中市では、地域自治
の推進にあたり関連支出を増加させており、市民一人当たりの市民公益活動に対する充当額
は、2011年と比較して最も高くなった2017年には約 3倍、世帯当たりでは年間265円となり、
支出総額も 4千万円程度まで増額されている。
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注）小学校区内人口（豊中市住民基本台帳 , 2019年10月5日現在）
　　自治会加入率（とよなか都市創造研究所資料 , 2020年1月27日現在）

図 4　小学校区内人口と自治会加入率

出所：豊中市住民基本台帳、とよなか都市創造研究所より提供された資料に基づき筆者作成

表 ３　市民公益活動関連決算額の推移と人口当たり充当額

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
市民公益活動関連決算額（円） 10,948,601 27,163,388 26,985,400 32,307,154 38,328,918 38,553,057 46,100,546 39,329,493

人　　　口 390,254 391,536 394,004 394,983 394,495 396,014 397,490 398,295
世　帯　数 167,922 169,155 171,027 172,225 170,274 171,791 173,442 174,578

一人当たり充当額（円） 28.06 69.38 68.49 81.79 97.16 97.35 115.98 98.74
世帯当たり充当額（円） 65.20 160.58 157.78 187.59 225.10 224.42 265.80 225.28

出所：豊中市（2019）より筆者作成
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4-4　とよなか地域創生塾

「とよなか地域創生塾」は2017年から豊中市が主催する地域課題の解決を実践する人材育
成を目的とした事業である。本事業の草案は2015年度から検討が開始され、2020年度で 4年
目を迎える有料講座である。本講座の特徴は、地域の魅力を創造し実践できる人材の育成を
目指しているが、地域自治、ソーシャル・キャピタル、組織経営、コミュニケーション力や
企画力の育成など、学習と理論の実践を目指す。また、参加者が交流しながら事業企画を立
案するなど、実践的な取り組みが多い点で特徴がある。
本事業では、卒塾後も新規または在塾中に立ち上げたグループ企画を組織として維持し、

経営できる能力を養うために、経営資源としてのネットワーキングを重視する。受講者は大
学教員やNPOなど、各分野の専門家から理論を学ぶほか、地域の既存組織、企業、参加者
間のネットワーキングに積極的に取り組ませている。また、豊中市が有する複数の支援体制
を活用できるよう、起業支援、コーディネーターによる助言や相談体制が備えられている。
市役所の複数の部局や教育委員会なども連携しており、卒塾後に即座に活動できる体制を得
ることができる。主催者による2019年 5 月時点の卒塾生の活動調査では、初年度、2年目の
卒業生のうち従来からの活動者計13名に加え、16名の新規人材が活動に参加していること
が確認されている。そのほか、卒塾生の多くが活動を継続しており、中には新たにコミュニ
ティービジネスを起業するもの、他の組織との連携や新しい事業を進めるもの、組織の活動
人数や会員数を増加させているものなど、一定の成果がみられる。
本事業は、地域自治組織や既存の市民活動組織と異なり、より専門的で高度な経営手段を

用いて地域課題の解決や地域の魅力を創出させようとするものであり、今後は、地域の他の
組織との実践的な連携体制の構築や地域自治組織との連携による創造的な地域活動への発
展も期待される11）。

5 　考察と今後の課題

本研究では、個人レベルでの市民活動組織の位置づけを一元的に把握する方策について探
索的に検証を試みたが、実際には、表中の市民活動組織の大半には、地域間連携を目的とし
た広域協議会などが設置されている場合が多く、組織の役員や代表者はこれらの会合への出
席も求められる。例えば、青少年健全育成会は、青少年健全育成協議会（全体会）を設置し
ており、各地区の青少年健全育成会から役員や代表者が出席を求められると想定されるが、
本研究では、その検証には至っていない。ただし、調査の結果、表 2のうち、消防団と公民
分館長のみ有償であるが、その他の活動については、委託事業を受託した場合や有償で個人
に業務が委嘱される場合を除いて、活動の大部分は市民の無償のボランティア活動によって
支えられている。本研究では、データの制約により検証されていないが、先行研究の指摘を

11） 本事業に関する記述は、2018年から2019年に複数回実施された市担当者による事業説明及び説明資料、
過年度の事業報告書、追跡調査資料、市担当者へのヒアリング、各種プログラム、シンポジウム等への参
与観察によって得られた情報に基づく。これらの調査によって得られた情報の研究における利用について
は、関係者より許諾を得ている。
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考慮すれば、組織や人材の膠着化により、個人レベルでは、同一人物が複数の組織の代表者
や役員を数年に渡り兼務しているケースについても今後検証の余地があろう。

6 　おわりに

本稿で明らかにされたように、地域自治においては、すでに多様な組織が存在しており、
それらを把握していくことは、地方公共団体にとっても効率的な地域経営に資する有益な情
報となるだろう。しかしながら、市民の主体的な参加については、自治会をはじめとする地
域の基盤組織の持続性と活性化を図りつつ、地域自治組織のように地域包括的で柔軟な自主
活動組織と交付金や助成金による活動財源の創造的な活用も期待される。さらに、とよなか
地域創生塾が目指す地域の課題や魅力を発見しうる基礎的な組織運営能力を備えた組織と
の連携も一考に値する。このように、既存の市民活動組織を発展させるだけでは、地域の課
題解決や住民活動を活性化させることは容易ではない。市民が主体となって、多様な市民活
動組織を有機的に連携させながら、地域活動を包括するプラットフォーム機能と権限を有す
る組織を新たに設置する方策として、豊中市における一連の取り組みは他地域においても参
考になるだろう。
特に、本稿では、住民による主体的な地域自治の促進とそれらを担う人材育成について、

豊中市ととよなか地域創生塾に着目し、地域における既存の市民活動組織を洗い出し、組織
間の関係性や個々の組織の特徴を再定義することによって、地域自治組織のあり方と関連施
策について考察した。既存の市民活動組織を包括する地域自治システムの構築では、地域自
治に関与する広域な組織の機能と役割に対する市民参加の促進が求められるが、既存の市民
活動を支援するだけではなく、新たに創造的な活動や活動を担う人材の育成も進める必要が
ある。本研究で参照した人材育成事業の卒塾生の中には、すでに新たなコミュニティービジ
ネスを立ち上げた人材や受講中に形成された住民間ネットワークを活用した取り組みも確
認されている。
ただし、これらの萌芽的な活動が、地域社会の抜本的な課題解決に至るには一定の時間と

規模を要する。そのため、地域自治を支える創造的な人材の育成という点においては、卒塾
生の活動や動向、地域自治への参加状況といった活動について、中長期的なデータ収集と分
析、実践者に対する部局横断的なフォローアップを行いながら評価を行う必要があり、その
具体的な方策を引き続き探求していくことが本稿の残された課題である。
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